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平成２８年度一般監査実施内容

Ⅰ まえがき

この報告書は、平成２８年度に北陸地方整備局が実施した一般監査の結果をとりまとめ

たものである。

本年度の一般監査については、「高知県内における入札談合事案に関する調査報告書（平

成２５年３月１４日）」を踏まえ、入札談合事案の再発を防止する観点から、本報告書が

示した再発防止対策及び北陸地方整備局コンプライアンス推進本部が決定した「平成２８

年度北陸地方整備局コンプライアンス推進計画（平成２８年３月２２日）」（以下、「推進

計画」。）に基づく取組を進めることが引き続き重要な課題であると考え、全国共通監査重

点項目として監査を実施することとした。

また、北陸地方整備局監査重点項目として、昨年度に引き続き「人材育成」にかかる所

属長のマネジメントを重要な課題とし、その他「情報管理」、「健康管理」、「危機管理」、「用

地及び補償」、「入札・契約」と合わせ６項目について監査事項の見直しを行い、監査を実

施した。

なお、本監査報告については、監査を受けた事務所のみならず、それ以外の事務所等に

おいても、現行業務を今一度点検し、今後の業務の適正な執行に資するよう活用していた

だきたい。

Ⅱ 監査の実施項目

監査は、「地方整備局監査規則」及び「北陸地方整備局監査実施要領」に基づき、以下

のとおり「全国共通監査重点項目」及び「北陸地方整備局監査重点項目」について実施し

た。

１ 全国共通監査重点項目

（１）コンプライアンス ～推進計画の取組～

「推進計画」については、コンプライアンス推進責任者（事務所長及び管理所長）

やコンプライアンス指導員（副所長（事務）等及び副所長（技術））ら幹部職員の高

い志のもと、組織全体として取り組まねばならないことから、これら幹部職員がど

のような考え方を持ち、どのような課題に対しどのような取組を行っているかを把

握するとともに、同計画に基づく具体的な取組状況等について、実効性を検証する

観点から、以下のとおり監査を実施した。

① コンプライアンス推進計画

「推進計画」の取組状況等を監査した。

② コンプライアンスの推進に係るその他事務所独自の取組について監査した。

③ 幹部ヒアリング

コンプライアンスの取組状況等に関し、事務所長等にヒアリングを行った。
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２ 北陸地方整備局監査重点項目

（１）人材育成

人材育成実施計画の取組状況、ＯＪＴ・メンター制度等の取組状況、現場見学会

・勉強会の開催や情報の提供等による職員のスキルアップの取組状況等について監

査した。

（２）情報管理

① 情報セキュリティ

北陸地方整備局情報セキュリティポリシー実施手順書に基づくセキュリティ対策

の取組状況等について監査した。

② 行政文書管理

行政文書ファイル管理簿等の整理状況、行政文書の管理・保存・廃棄状況、周知

・啓発に係る取組状況等について監査した。

（３）健康管理

健康管理体制の整備状況、健康診断の実施状況、健康の保持増進に係る取組状況

等について監査した。

（４）危機管理

災害時の連絡体制及び要員参集、災害対策用設備・機器・資機材等の整備及び点

検状況、食料等の備蓄及び管理状況等について監査した。

（５）用地及び補償

用地取得事務の不正防止対策、適正な補償金算定、用地取得業務における個人番

号関係事務の実施に関する取扱状況等について監査した。

（６）（入札・契約

① 入札・契約手続の執行

入札談合防止対策、発注者綱紀保持、情報の公表、その他入札及び契約に関する

事務処理等（１－(1)コンプライアンス ～推進計画の取組～に係る部分を除く。）

について監査した。

② 積算・監督等

電子成果品の取扱い、総合評価に伴う技術提案の履行確認状況等、積算・監督等

（工事関係、業務関係）に係る事務処理状況等について監査した。

③ 工事及び業務の品質確保及び適正な施工

1) 品質確保のための監督体制等について

工事における品質確保の促進と工事の適正な施工を図るため監督体制強化の実施

状況及び工事書類の作成状況等について監査した。

2) 改正品確法に係る取組状況について

予定価格の適正な設定、ダンピング受注の防止、適切な設計変更（工事円滑化推

進会議等の活用等）等、改正品確法に係る取組状況等について監査した。
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Ⅲ 監査実施事務所

監査実施事務所 期 間 日 数 監査官

自 平成２８年１０月１２日
阿賀野川河川事務所 １日 ７名

至 平成２８年１０月１２日

自 平成２８年１１月２４日
湯沢砂防事務所 １日 ７名

至 平成２８年１１月２４日

自 平成２８年１２月 １日
黒部河川事務所 １日 ７名

至 平成２８年１２月 １日

自 平成２８年１１月１０日
松本砂防事務所 １日 ７名

至 平成２８年１１月１０日

自 平成２８年１１月１１日
神通川水系砂防事務所 １日 ７名

至 平成２８年１１月１１日

自 平成２８年１０月１７日
北陸技術事務所 １日 ６名

至 平成２８年１０月１７日

自 平成２８年１２月１３日
金沢営繕事務所 １日 ５名

至 平成２８年１２月１３日

自 平成２８年１１月 ９日
金沢港湾・空港整備事務所 ２日 ３名

至 平成２８年１１月１０日

自 平成２８年１１月 ７日
新潟港湾空港技術調査事務所 １日 ３名

至 平成２８年１１月 ７日
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平成２８年度一般監査結果

Ⅳ 監査結果の総評

平成２８年度に実施した一般監査においては、概ね適正な事務処理がなされており、

「事態が重大でかつ急を要する事項」（地方整備局監査規則第１３条第１項）は認めら

れなかった。

なお、実地監査時において指示した是正すべき軽易な事項については、是正の対応が

なされていると認められる。

Ⅴ 監査結果

１ 全国共通監査重点項目

（１）コンプライアンス ～推進計画の取組～

① コンプライアンス推進計画

② コンプライアンスの推進に係るその他事務所独自の取組

以下、①及び②について、「推進計画」の項目毎に記載する。

はじめに

「はじめに」として「推進計画」の冒頭に掲げられた、北陸地方整備局の社会

的使命や任務を共有し、共感する取組の周知の状況を監査したところ、監査対象

全９事務所において、周知啓発の取組が行われていた。

各事務所とも事務所において作成したスケジュールや適正業務管理官において

作成した取組のパンフレット等を活用し、職員が計画的に取り組めるよう周知を

行っていた。

その他、事務所独自に工夫した取組として、

○「コンプラ・今日の一問」として、倫理に関する設問を毎日メール送信し、翌

日の回答と解説にはリンクでさらに詳しいHPで自主学習を可能とした例。（湯沢

砂防）類似例として「週に一度のコンプラチェック！」（黒部）「紺（コン）赤（ア

カ）だより」（神通砂防）

○北陸技術事務所コンプライアンスハンドブックとして関係資料をコンパクトに

まとめ、配布している例。（北陸技術）

○「今日のコンプラ合言葉」を毎日目に入りやすい出勤簿付近に設置し、継続的

な啓発を行っている例。（金沢営繕）

○コンプライアンス遵守の事務所コンセプトを掲げたスローガンを、所長室はじ

め庁舎内各所の職員・来庁者に視認できる場所に掲示を行い、コンプライアンス

意識高揚を図っていた事例。（金沢港湾）

という好事例が見受けられた。

１．コンプライアンス推進体制

(1)コンプライアンス推進本部

非監査事項
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(2)コンプライアンス指導員

事務所等毎に、コンプライアンス推進責任者の指示を受け、コンプライアンス

推進の取組を実施することとされているコンプライアンス指導員による活動の実

施状況を監査したところ、各事務所において副所長（事務）等が事務所内におけ

る様々な取組の実施計画全般の企画立案等を担っていた。副所長（技術）は、各

取組における技術系職員のリーダーとしての参画や通常業務や打ち合わせを通じ

ての技術系職員の意識向上に努めるという活動にとどまる事例が多く見受けられ

た。

その一方で、

○コンプライアンス指導員が、各所属のコンプライアンス・ミーティングに同席

してアドバイスを行った事例。（湯沢砂防、北陸技術、金沢港湾、新潟技調）

○「コンプライアンス指導者研修」受講後、事務所内で講義を行った事例。（黒

部）

という好事例も見受けられた。

２．職員のコンプライアンス意識向上の取組

(1)幹部職員の人事評価における目標設定

個別面談ヒアリングにより、事務所長９名、副所長（事務）７名及び副所長（技

術）９名の合計２５名に対し、人事評価における目標設定の有無について監査し

たところ、全ての事務所長及び副所長が

・自らがコンプライアンスの意識を持ち続けること

・所属職員に対してコンプライアンスを徹底するよう指導する旨

を目標として掲げていた。

(2)コンプライアンス指導者の養成

非監査事項

(3)コンプライアンスに関する講義・講座・講習会の実施

①職員研修におけるコンプライアンスに関する講義の実施

受講率１００％を目指すための前提となる、職員研修を受講した職員の把握の

実績を監査したところ、監査対象全９事務所において、把握されていた。

②コンプライアンス出前講座の実施

①～④をあわせ、受講率１００％を目指すための前提となる、出前講座を受講

した職員の把握の実績を監査したところ、監査対象全９事務所において、把握さ

れていた。

③外部講師によるコンプライアンス講習会の開催

外部講師を招聘した講習会開催の実績を監査したところ、近隣事務所で開催す

る講習会に参加するとした事例も含め、７事務所において実施されていた。

④コンプライアンス推進責任者等によるコンプライアンス講座の実施

①～④をあわせ、受講率１００％を目指すために行われる、事務所のコンプラ

イアンス推進責任者等による講座開催の実績を監査したところ、監査対象の５事

務所において、各種の講座が実施されていた。
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その際、事務所独自に工夫した取組として、

○異なるテーマで複数回実施した事例（松本砂防）

という好事例が見受けられた。

なお、監査対象事務所のほとんどにおいて、対象職員の受講率１００％を達成

していた。

(4)コンプライアンス・ミーティングの実施

事務所等の各所属におけるコンプライアンス・ミーティングの実施状況を監査

したところ、監査対象全９事務所の全所属において、コンプライアンスミーティ

ングが行われていた。

次に、コンプライアンス・ミーティングに参加した者の把握の実績を監査した

ところ、監査対象全９事務所において、参加者を把握しており、不参加者が生じ

た場合は、ほとんどの事務所において、個別に意見聴取や結果説明を行っており、

意見の共有を図っていた。

その際、事務所独自に工夫した取組として、

○活発な意見交換のため実施単位を工夫して、

・他の所属と合同で実施した事例。（湯沢砂防、黒部、北陸技術）

・事務所職員一同で実施した事例。（金沢営繕）

という好事例が見受けられた。

(5)コンプライアンスに関する理解度調査の実施

理解度調査への取組に関する意識、取組状況について監査したところ、監査対

象全９事務所において、本局通知に基づく取組意識を持ち、適正に取組を行って

いた。

(6)自習研修の受講促進

自習研修教材「公務員倫理を見つめ直す」及び「国家公務員の倫理」の周知、

受講指導への取組に関する意識、取組状況を監査したところ、概ね適正に処理さ

れていた。

その際、事務所独自に工夫した取組として、

○年度早期に、既存の自習研修教材の掲載先周知と自主的受講の指導（金沢営繕、

金沢港湾）。

という好事例が見受けられた。

(7)コンプライアンス意識の保持

携帯カードを常時携帯すべき旨の周知の実績を監査したところ、監査対象全９

事務所において、職員周知されていた。

次に、実際に常時携帯されているか、という点検の実績を監査したところ、監

査対象全９事務所において、点検されていた。

その際、事務所独自に工夫した取組として、

○コンプライアンス推進責任者等が実施するコンプライアンス講座のテーマと

し、講義を行った事例。（松本砂防）

という好事例が見受けられた。
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３．事業者等との応接ルールの徹底等

(1)事業者に対する応接ルール等の周知

各執務室における入室規制の掲示など、事業者に対する周知啓発や協力要請な

どの実績を監査したところ、監査対象全９事務所において、文書掲示により応接

ルール等に対する理解と協力を求めていた。

その際、事務所独自に工夫した取組として、

○工事施工研究発表会の場を利用して、事業者等に直接周知啓発と協力要請活動

を行った事例。（湯沢砂防）

○地元建設業協会事務局に訪問し、事業者等に直接周知啓発と協力要請活動を行

った事例。（金沢港湾）

という好事例が見受けられた。

(2)不当な働きかけを受けにくい職場環境の整備促進

副所長室の改善の実績を監査したところ、監査対象８事務所（金沢営繕は除く。）

において、連絡ドア撤去又は相部屋化、大部屋化の措置が実施されていた。

なお、各事務所の状況は、次のとおりであった。

○大部屋化実施済み２事務所（金沢港湾、新潟技調）

○相部屋化実施済み３事務所（阿賀野川、湯沢砂防、北陸技術）

○連絡ドア撤去済み３事務所（黒部、松本砂防、神通砂防）

次に、各執務室等における受付カウンターの整備等の実績を監査したところ、

監査対象全９事務所において、受付カウンター又は低層書庫等により執務室と外

来者入場口とを仕切る措置が講じられていた。

次に、オープンな打合せスペース等の整備の実績を監査したところ、監査対象

全９事務所において、一部にスペースの制約はあるものの、概ね整備されていた。

４．入札・契約手続きにおける情報管理の徹底

(1)情報漏洩の防止を図るための取組

工事発注について、予定価格作成時期を入札書提出期限後とする実施状況を監

査したところ、適正に実施されていた。

次に、入札書と技術資料・施工計画の同時提出の実績を監査したところ、監査

対象全９事務所中、対象案件が存する全事務所において、適正に実施されていた。

次に、工事の総合評価における施工計画・技術提案に係る参加企業名マスキン

グの実績を監査したところ、競争参加資格確認申請書等の受領後速やかに、契約

担当課長等の限定された担当者により、適正にマスキングが実施されていた。

また、入札･契約手続運営委員会等で使用する「施工計画・新技術」に係る評

価表において、参加企業名の秘匿の実績を監査したところ、参加企業名が秘匿さ

れていた。

次に、工事発注における積算業務と技術審査・評価業務の分離体制確保の実績

を監査したところ、分離体制が確保されていた。

また、競争参加者を知りうる者の限定及び開札前において、参加企業名と当該

者の評価点の両方を知りうる者の限定の実績を監査したところ、契約担当課長等

の担当者に限定されていた。
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(2)各種委員会における情報管理

入札・契約手続運営委員会等の資料の回収、保管、廃棄の実績を監査したとこ

ろ、契約担当課長がすべて回収したうえ、１部は施錠された保管庫で保管し、そ

の他はシュレッダーにより裁断のうえ廃棄されていた。

(3)機密情報の管理

まず、予定価格書の施錠による保管の実績を監査したところ、全ての事務所に

おいて、契約担当課長により、施錠できる金庫で保管され、適正に処理されてい

た。

次に、発注担当課長による請負工事費計算書の算出及びパスワード管理の実績

を監査したところ、発注担当課長により請負工事費が算出され、パスワードも管

理され、適正に処理されていた。

また、作成後の請負工事費計算書の施錠による保管の実績を監査したところ、

全ての事務所において、発注担当課長により、施錠できる机等で保管され、適正

に処理されていた。

５．再発防止対策の実施状況及び実効性の定期的検証

(1)推進本部によるモニタリング

事務所等において、取組の実施状況を進捗管理する取組の実績の有無を監査し

たところ、監査対象全９事務所において、年間計画作成及び各四半期におけるコ

ンプライアンスの取組状況報告の際に、推進責任者等が取組状況の検証を行って

おり、一定の進捗管理が行われていた。

(2)実施状況の評価及び公表

非監査事項

(3)応札状況の情報公開

応札状況の傾向等の公表についての実績を監査したところ、監査対象全６事務

所（北陸技術、金沢営繕、新潟技調は該当工事なし。）において、ホームページ

で公表されていた。

６．内部監査の実施

ここでは、総務部長・企画部長連名通知「適切な事業執行の確保について」に

規定されている、事務所における内部チェックの実績を監査したところ、監査対

象全９事務所において、実施されていた。

その際、事務所独自に工夫した取組として、

◯幹部職員による「コンプライアンスパトロール」を行い、実際に庁舎内を巡回

し、書庫のキーボックスの位置などの問題点の確認を行った。（神通砂防）

という好事例が見受けられた。

７．コンプライアンス・アドバイザリー委員会によるコンプライアンス推進状況の

把握
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非監査事項

③ 幹部ヒアリング

幹部ヒアリングにより把握した事務所長等幹部職員の取組状況

各事務所及び管理所において、コンプライアンス推進責任者（事務所長及び管理

所長）やコンプライアンス指導員（副所長（事務）等及び副所長（技術））ら幹部

職員が、組織内のコンプライアンス確保のための内部統制に関するマネジメントを

推進していくためには、これらの幹部職員が高い志のもとで組織全体で取り組んで

いくことが不可欠である。

そこで、これらの幹部職員がどのような考え方を持ち、どのような課題のもとで、

どのような取組を行っているか等を把握するため、個別ヒアリングを実施した。

個別ヒアリング対象者

事務所長 ９名（建設 ７、港湾 ２）

副所長（事務） ７名（建設 ６、港湾 １）

副所長（技術） ９名（建設 ７、港湾 ２）

合計 ２５名（建設２０、港湾 ５）

個別ヒアリングを行ったところ、事務所長・管理所長及び副所長の幹部職員はい

ずれも組織の長として、又は組織の長を補佐する立場として、地域の期待に応える

ため、事務所の任務を果たすことを第一義とし、そのためには地域の信頼を維持・

発展させていくことが極めて重要であり、コンプライアンスをおろそかにすること

があってはならない、という考え方のもとで取り組んでいた。

なお、把握した主な意見等を以下に述べる。

1) コンプライアンスに関する基本姿勢について

○コンプライアンスに関する知識は継続的に勉強することが重要。

○コンプライアンスは組織、個人、自分を守るためであることを意識し、トッ

プ自らが率先し、コンプライアンスに取り組む姿勢を職員に示すことが重要。

○コンプライアンス意識は職員に浸透しているが、持続して持ち続けることが

重要。

○ささいなことでもきちんと反応することでコンプライアンス意識の浸透を図

っている。

2) コンプライアンス推進計画について

○講義等の内容は不祥事の当事者の処分などの生々しい話が効果がある。

○どんな不祥事があってどんな処分があったのかの情報は戒めになる。

○ささいなことがきっかけで不祥事は起こりうるということを意識させること

が重要。

○不当な働きかけロールプレイや抜き打ち訓練は有効では。

○色々な取組を継続性をもって行っていくことが重要。

○予定価格作成時期やマスキングなど、なぜこの取組を行っているのか、その

背景を理解してもらうことが重要。

○量的には今の取組が適度である。事務所独自の新たな取組は難しい。
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（２）監査の視点から把握した現状、課題及び提示意見

監査を通じて把握した主な現状、課題及び提示意見を以下に述べる。

なお、これらについては、平成２９年２月２０日に開催された北陸地方整備局コ

ンプライアンス・アドバイザリー委員会においても、報告したところである。

1) 平成２８年度コンプライアンス推進計画の取組について

ⅰ「推進計画」に基づく各種取組の方法等については、推進本部会議を通じた

情報提供や、昨年度の監査における取組事例の紹介などにより、好事例の展開

が見受けられた。

ただし、事務所長・副所長に個別ヒアリングを行ったところ、職員の意識の

向上は図られている一方で、職員全体を対象とした新たな取組は生み出しにく

いとの声もあった。

今後は、役職別、担当業務別など、働きかける対象に応じて内容を変えるな

ど細やかな対応を行っていく必要があると考える。

ⅱ各取組の執行状況を精査したところ、確実に把握されていることを確認した。

・四半期毎に取組状況の実施報告を求めることとし、各事務所の取組実施状況を推進室で把

握することとしている。（平成２６年５月２０日付コンプライアンス推進室長（総務部長）

通知）

関係書類の確認や事務所長・副所長に個別ヒアリングを行ったところ、各種

取組について着実に実施されており、今後とも業務への支障が出ない範囲で、

継続して実施することが必要であると考える。

2) コンプライアンスに対する意識について

コンプライアンスに対する意識については、各種取組の進展や、職員への周

知の徹底などにより着実に浸透している。

事務所長・副所長の個別ヒアリングにおいてマンネリ化対策についての考え

を聞いたところ、現在の取組を着実に継続していくことが重要との声が多くあ

った。このことを踏まえると取組は継続しつつも、コンプライアンス・ミーテ

ィングのテーマや講義材料等については効果的な内容を考えていくことは必要

であると考える。

3) 事業者との応接について

職員の応接ルールについては、周知・啓発を行い定着しており、執務室の環

境も不断の点検と改善に取り組んでいる。

事務所長・副所長に個別ヒアリングしたところ、アポイントなしの場合は入

り口付近で対応するなどしており、周知徹底が図られていた。今後とも引き続

き、事業者内部における隅々までの周知・啓発について、協力要請を進めるこ

とが重要と考える。
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２ 北陸地方整備局監査重点項目

（１）人材育成

「北陸地方整備局人材育成基本方針及び北陸地方整備局人材育成基本計画の策定

について」及び「メンタリング・プログラム」等に基づく、人材育成のための取組

状況等について監査を実施した。

1) 人材育成実施計画の取組状況

北陸地方整備局人材育成基本方針及び基本計画に基づく、人材育成実施計画に

ついては各事務所とも作成されていた。

2) 日常業務を通じたトレーニングの取組状況

OJT等の取組状況については、現場見学会、安全パトロール、各種研修・会議

の実施等業務への理解を深める取組を行っていた。

研修等の報告実施や総合学習、現場案内、インターンシップなどの場で説明を

させたり、イベント等参加した職員に広報記事を作成させるなどプレゼンテーシ

ョン能力の向上を図っていた。

一部事務所では採用２年目の職員に事業研究会で発表させる取組も行ってい

た。

3) メンター制度の取組状況

メンター制度の取組状況については、各事務所とも人材育成プログラムに基づ

く「目標達成シート」を作成し、定期的な達成状況確認を行い、育成担当者とメ

ンターの意見交換、情報共有を図っていた。

また、メンターについてもメンター養成研修、意見交換会、講習会への積極的

な参加等スキルアップの取組を行っていた。

一部事務所においてはメンターとメンティ全員で食事会を開催し、メンターと

メンティ、メンティ同士が良好な関係を築けるような取組も行っていた。

4) 働きやすい職場環境の取組状況

風通しが良く、話しかけやすい職場環境の構築のため、幹部会において部下と

のコミュニケーションの重要性について指導を行っていたり、幹部職員からの声

かけなど積極的なコミュニケーションに心がけているほか、以下の取組を行って

いた。

・式典等所内全員で取り組むことにより一体感を醸成する取組。

・勤務時間外のボランティア活動による構内除草の実施。

・勤務時間外の定期的なスポーツ活動

（２）情報管理

① 情報セキュリティ

情報セキュリティ対策の取組状況

近年、行政機関に対して標的型メール等による情報漏洩、ホームページ等への不正アク
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セスがなされるなどの情報セキュリティインシデントが増加している。

北陸地方整備局では、このような情報セキュリティを取り巻く情勢の変化に対応するた

め、国土交通省セキュリティポリシーの全面改定を受け、「北陸地方整備局情報セキュリテ

ィポリシー実施手順書」（平成２８年１月２５日決定 国北整情技第２４２号）及び「港湾

ＷＡＮ情報セキュリティポリシー実施手順書」（平成２８年２月２９日付国総研技第２０号）

（以下、「実施手順書」。）の全面改定を行った。

本監査は、全面改定した「実施手順書」に基づき、行政情報の管理状況の他、新規改訂

内容である行政情報の格付けの実施、要管理対策区域の概念に基づくクラス分け、ソーシ

ャルメディアサービスによる情報発信時の対策について重点的に実施した。

この他、事務所からのインターネット接続については、出来る限り本局に集約すること

が望ましいが、事務所で独自に構築してインターネットに接続しているシステム（以下、「独

自システム」。）が存在しているため、これらの管理・運用状況について引き続き重点的に

監査を実施した。

1) 組織体制

「実施手順書」では、情報セキュリティ対策に必要となる組織体制として、事務所各

課・出張所等に情報セキュリティ担当者及び連絡担当者、システムを所管する課にシス

テム管理者及び管理要員を設置することを定めているが、今回監査により対象の全ての

事務所において設置されていることを確認した。

なお、これについては、昨年度監査で一部未設置の事務所が見受けられたため、監査

後に情報セキュリティ担当者会議を開催し、周知を図ったこともあり、今回監査では改

善がなされていた。

また、「実施手順書」及び北陸地方整備局行政情報システム管理運営細則では、課等

連絡管理者が所属する部署に、北陸地方整備局情報セキュリティ対策委員会支部を設置

することになっているが、今回の監査では全ての事務所の課等連絡管理者がこの運用に

ついて理解していることを確認した。

これについても昨年度監査で、課等連絡管理者と情報セキュリティー担当者の役割が

混同していたり、双方の役割についての理解が不十分な状況であったため、昨年度監査

後に情報セキュリティ担当者会議を実施して周知を図ったところであり、今回監査では

理解されている状況が確認された。

2) 要管理対策区域の概念に基づくクラス分けと対策

「実施手順書」の全面改定により、要管理対策区域の概念に基づくクラス分けと対策

が新規項目として定められたため、課等連絡管理者のクラス分け概念の理解、区域情報

セキュリティ責任者の設置、クラス毎に適正な対策がなされているかどうかについて確

認を行ったところ、全て適正であることを確認した。

クラス３に区分されるサーバ室の物理的セキュリティ対策については、部外者の侵入

等に対して施錠、立入り及び退出の管理を退出簿等で適正に対応していることが確認さ

れた。

また、「実施手順書」では要保護情報を取り扱う各行政ＰＣに対しては、要管理対策区

域から許可のない持ち出しを禁止しており、セキュリティワイヤによる固定等の盗難防

止対策を定めているが、各事務所ともセキュリティワイヤによる固定、マスターキーの

保管などは適正に処理されていた。
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3) 情報の管理

「実施手順書」では、要管理対策区域からの要保護情報の持ち出しや、要保護情報の

取り扱いを目的として支給されたもの以外の情報システム（個人所有ＰＣ・ＵＳＢメモ

リ等）の持ち込みを許可する場合は、許可要件の充足を確認することを定めているが、

これに該当する事務所はなかった。

また、「実施手順書」では、盗難・紛失、情報漏えい等から防止するための措

置及び管理を徹底することを定めている。一部の事務所において、事務所所有Ｕ

ＳＢメモリの管理簿又は貸出簿が未整備であった。

なお、監査実施後、改善がなされている。

4) 注意喚起文書の周知状況等

「実施手順書」では、情報セキュリティポリシーに関する部署の職員の教育受講の指

示を定めており、その実施状況について確認したところ、全ての事務所において幹部会

報告及び課内打ち合わせ等で、セキュリティに関する周知を職員に行っていたが、発出

した注意喚起文書について一部未周知の事務所があった。

なお、監査実施後、改善がなされている。

一方では、所属長が新規採用職員３名に３０分程度、情報セキュリティに関する説明

を実施している取組みや、周知担当者が周知文書をＰＣドライブの容量の負荷を少な

くするtxt（テキスト）形式に変換、複数年度に渡り、時系列的に保存するなどの工夫も

見られた。

5) 事務所が独自に調達したＰＣの管理・運用状況

事務所独自で調達しているＰＣのうち、外部接続がされているものについては、

電気通信保守業務等の外部委託等により保守点検がなされている状況を確認し

た。

6) 「独自システム」等の管理・運用状況

事務所「独自システム」については、サーバをホスティング又はハウジングな

どの外部委託を行い、セキュリティの確保が図られていた。

事務所管内の水位、雨量等については、プロバイダと契約を行い、官支給携帯

電話へのパケット通信により実施しており、一定のセキュリティが確保されてい

ることを確認した。

「実施手順書」では、システム運用時の障害等による被害拡大の防止や迅速に回復す

るための手順を定めることとしており、保守委託先を含めた緊急時の連絡先と対応方法

が整備されていた。

また、「実施手順書」では、システム管理者は、外部委託先に対して、秘密保持を求め

る情報の取扱規則の策定、システムの開発・運用・保守・点検などで実施するセキュリ

ティ対策を仕様書に記載しなければならないと定めているが、適正に対応がなされてい

た。

7) ソーシャルメディアサービスによる情報発信時の対策

複数の事務所で広報においての使用が確認された。該当事務所の全てにおいて、
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ソーシャルメディア事業者からの認証アカウントの取得、ログインパスワードの

適正管理を行っており、なりすまし対策に関して適正な対応を実施していること

を確認した。

また、関係する担当者やＰＣも最小限にしており、適正な秘密保持対策も図ら

れており、一定のセキュリティが確保されていることを確認した。

② 行政文書管理

行政に対する国民の信頼を確保し、公正で民主的かつ円滑な行政運営を行うため

には、情報公開による国民への説明責任を果たすとともに、情報セキュリティや保

有する個人情報の保護の観点からも、適正な行政文書の管理が必要となる。

このことから、地方整備局行政文書取扱規則（以下、「文書取扱規則」。）に基づ

く行政文書の受付・処理状況や、国土交通省行政文書管理規則（以下、「文書管理

規則」。）及び国土交通省行政文書ファイル保存要領（以下、「文書ファイル保存要

領」。）、国土交通省保有個人情報等管理規程（以下、「個人情報等管理規程」。）等の

趣旨に基づき行政文書の適正な管理が実施されているか、また、文書整理月間等を

活用して、職員に対しどのような周知・啓発の取組みを行っているかを監査した。

1) 受付・簿冊管理

「文書取扱規則」及び北陸地方整備局行政文書取扱細則（読替規定）において

は、総務課（管理所にあっては「総務係」、出張所にあっては「出張所」）におい

て、主務課等の所掌に直接に関連する行政文書等を除き受付けを行うものと定め、

また、書留簿を備え付けることを定めている。

各事務所とも原則は総務課が行政文書を受け付けるものであることを理解のう

え、到着した文書について直接主務課において受付けるべき文書であるかすみや

かに確認を行い、また、書留郵便等については書留簿に必要事項を登録するなど、

概ね適正な処理を行っていた。

2) 標準文書保存期間基準

「文書管理規則」において、文書管理者は標準文書保存期間基準を定めること

とされており、北陸地方整備局行政文書ファイル保存要領細目においては、「文

書管理規則」別表第１及び別表第２を参酌するほか同細目別紙「標準類別表」を

参考に標準文書保存期間基準を定め、随時（少なくとも年１回以上）見直しを行

うこととしている。

各事務所とも文書管理者が標準文書保存期間基準を作成し、毎年度初頭に行わ

れる本局総務課からの一元的な文書管理システムに登録する小分類等一括登録用

データ確認時及び文書整理月間の取組として確認・見直しを行っており、概ね適

正であった。

3) 行政文書ファイル管理簿

「文書管理規則」において、文書管理者は少なくとも毎年度一回、管理する行

政文書ファイル等（保存期間が１年以上のものに限る。）の現況について、行政

文書ファイル管理簿に記載しなければならないこととしている。
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各事務所とも、文書整理月間の取組として未登録の行政文書ファイル等の登録

や行政文書ファイル等と文書管理システム登録データの齟齬についての確認を行

っており、概ね適正であった。また、確認作業に際しては本局総務課より送付さ

れた文書管理システム出力データをエクセルに対応させるマニュアル及び様式を

活用して効率的に行っていた。

4) ファイリング等及びファイル保存の実施状況

ファイリング用具の表示項目は、「文書ファイル保存要領」において定められ、

また、文書管理システム上の背表紙を使用するよう努めるものとしている。

各事務所とも、文書整理月間等に背表紙の出力方法を周知する等、文書管理シ

ステム上の背表紙活用に努めており、概ね適正に行われているところであるが、

一部に任意の様式によるものが見受けられたり、文書管理者毎の活用状況に程度

差が見受けられるなど、なお一層の活用に努められたい。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

また、同要領において、紙文書の保存場所・方法について、前年度中に完結し

た行政文書ファイル等のうち保存期間が５年以上のものは、ただし書を除き書庫

で保存することとし、個人的な執務の参考資料は書庫に置いてはならないとされ

ている。

各事務所とも、文書整理月間等で事務室及び書庫等の整理整頓を周知し、事務

所全体としての計画的・効率的な保存先の移動等を行っており、書庫の保存状況

も概ね適正であった。

5) 文書の管理・廃棄

「文書管理規則」において、文書管理者は総括文書管理者の指示に従い、保存

期間が満了した行政文書ファイル等について、独立行政法人国立公文書館に移管

し、又は廃棄しなければならないこととしている。

平成２３年度末から平成２５年度末に保存期間が満了となった行政文書ファイ

ル等については平成２６年７月１１日、また、平成２６年度末に保存期間が満了

となった行政文書ファイル等は平成２８年７月２８日の内閣府からの廃棄同意を

元に、地元地方公共団体の焼却施設の都合により処理のできなかった一事務所を

除き、各々文書整理月間等を活用し、事務所全体として時期を合わせ、計画的に

廃棄処理を行っていた。

具体的な廃棄に際しては、機密の保持等の観点から鍵の掛かる物置や倉庫に一

時的に集積等のうえ、復元できない廃棄方法とし、その履行についても、職員に

よる確認等を行っており、適正に行っていた。

6) 保有個人情報の保護

「個人情報等管理規程」において、保護担当者（平成２８年３月２３日付国北

整総第１０４号により事務所長）は保有個人情報等の重要度に応じて、台帳等を

整備することとされており、その様式等は平成２８年３月２３日付国北整総第１

０５号により規定されているところ、各事務所とも台帳等が整備されていた。

また、「行政機関が保有する個人情報の適切な管理の徹底について（通知）」（平

成２８年８月５日付国北整総第２７号）を指定し、同通知による注意喚起等につ
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いての取組状況を監査したところ、殆どの事務所で幹部会等において周知を行う

ほか、要点箇所に下線を引く、関連資料を合わせて周知する等、職員の理解を深

める工夫や、併せて「保有個人情報取扱状況記録台帳」の作成・確認を徹底する、

特定個人情報等の取扱いについて聞き取りを行う等、情報管理に資した取組を行

う事務所も見られた。

7) その他

全ての事務所において、文書整理月間等を活用し、幹部会やメール等により周

知を行うことにより、適正な文書管理にかかる取組を行っており、その他、行政

文書管理に係る勉強会の開催等、職員の意識向上等に資した取組も見受けられた。

（３）健康管理

国家公務員健康増進等基本計画では、国家公務員の健康増進等施策は、職員の心

身の健康の保持増進、安全管理、レクリエーション活動の実施等を通じて、職員が

その能力を十分に発揮し、安心・安定して公務に専念できる環境を確保することに

より、職員の勤務意欲の向上及び勤務能率の増進を図り、もって、国民に対してよ

り良質な行政サービスを提供することを目標としてこれを推進することとしてい

る。

また、職員が責任と誇りを持って生き生きと働けるような職場環境を作るために

は、仕事と生活の調和を実現することが必要であり、この観点からも、職員の健康

管理等への取組が重要と考えられる。

このことから、国土交通省職員健康安全管理規則（以下、「管理規則」。）、北陸地

方整備局職員健康安全管理細則（以下、「管理細則」。）等に定められる健康管理安

全体制の整備状況や健康診断等の実施状況、健康の保持増進や安全管理等に係る取

組状況等について監査した。

1) 健康管理安全体制の整備状況

「管理規則」及び「管理細則」に基づく健康管理者（健康管理担当者）・安全

管理者（安全管理担当者）の指名状況については各事務所とも概ね適正に処理さ

れていた。

2) 健康診断等の実施状況

「管理規則」及び「管理細則」に基づく指導区分の決定および通知等について

は、概ね適正に行われていた。

所属長に対して事後措置状況の報告依頼を文書や様式を作成のうえ要請した

り、記載情報の取り扱いについての留意を明記する等の工夫や、年度当初等の異

動時期に合わせ、全所属長に対し所属職員の指導区分を通知するなどのきめ細か

い取組も見受けられた。

ＶＤＴ診断については概ね適正に処理されていたが、事前調査の取扱いについ

て改善の余地が認められる事務所があった。

なお、監査実施後、改善に向けた取組がなされている。

健康診断結果等については、各事務所とも鍵の掛かるロッカーに保管し個人情
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報の管理を徹底していた。

3) 健康の保持増進への取組状況

健康の保持増進への取組について、各事務所とも定期的に幹部会等を通じ健康

の保持にかかる周知や意識啓発を行うほか、ワークライフバランス推進強化月間

や国家公務員健康週間等の時期においても幹部会等による周知・啓発や各種の取

組を行っていた。

また、インフルエンザやノロウィルス等の感染症流行時期に合わせ注意喚起を

行う等の取組が見受けられた。

国家公務員健康週間の取組では、職員の意見等を踏まえた講演会テーマを検討

したり、ストレッチ等の体を動かす講演会の開催、健康関連ＤＶＤを借り受け上

映会を開催（約７割の職員が参加）、職員の都合に合わせ近傍の事務所講演会へ

の参加が可能となるよう調整する等の工夫が見受けられた。

健康相談の実施状況については、月に１～３回健康管理医により行われ、職員

に対してサイボウズの掲示板や所内放送等での周知や声がけ等、相談し易い環境

づくり等の取組が見受けられたが、１回当たりの相談者が職員の１割未満の状況

も見受けられるところ、指導区分通知書の交付時に合わせ健康相談の受診を勧め

る等の動機付けや個々の職員と日程調整を行う等の働きかけによって平成27年度

の実受診者数が職員の８割を超える等の効果的な取組も見受けられた。

4) 安全管理等に係る取組

ⅰ消火・避難訓練の実施状況

消火・避難等の用具点検、防火・避難等の訓練については、各事務所とも概ね

適正に行われており、また、消防法第八条第一項適用外の防火対象物としながら

も、消防計画の策定や自衛消防組織要領の規定、消防訓練を実施するなどの独自

の取組も見受けられた。

ⅱその他

管内における熊の遭遇や蜂の攻撃情報、また急峻で険しい現場状況等に鑑み、

現地調査における職員の安全管理として、熊の生態等に関する講演会の開催や現

地調査等安全の手引(案)を作成し全職員に配布するなど、安全管理に資した取組

が見受けられた。



※推奨事例 松本砂防事務所　

　

職員の安全管理にかかる取組事例n

現地調査(砂防関係)
・調査・計画・設計・施工の各段階、土砂災害発生時の状況把握等に必要不可欠。

・急峻な地形での厳しい調査作業、特に災害直後の現場は再度の土砂崩落や転石・落石等の

危険性も高い。

現地調査における職員の安全管理
・現地状況等について十分留意し、万一の事故の際に被害を最小限にすることが重要。

・管内における”熊との遭遇”や”蜂からの攻撃”情報を受け、対策等の正しい情報提供に

より、現場での安全管理・意識向上。

現地調査等安全の手引き（案）の作成

・平成28年７月４日 １４：００～１５：００

・講師：ＮＰＯ法人信州ツキノワグマ研究会

・参加者３０名（職員及び現場技術員）

・概要

熊の生息地、身体特徴、特技、生態

熊の住む”山”に行く時の準備、出会ってしまったら・・・

・現場調査時の安全対策の必要性に基づき作成

・平成28年９月５日幹部会にて周知し、全職員に配布

・概要

現地調査への事前の準備

現地調査時の注意事項

災害発生時の対応方法

・職員の安全意識の向上、現地調査時の知識の醸成、仕事へのやりがい、出張所との一体感、

講習会を通じた所内コミュニケーションの向上が図られた。

・手引き（案）は定期的に内容を改訂、現在は”現場必携”として現地調査時に携帯。

熊の生態等に関する講演会の開催
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（４）危機管理

発災時における初動体制や対応計画、日頃の取り組み状況等を中心に、1)災害時

の連絡体制及び要員参集状況、2)災害対策用設備、機器、資機材等の整備及び点検

状況、3)食料等の備蓄及び管理状況、4)他機関との連携状況やＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ

への取組状況等について監査を実施した。

1) 災害時の連絡体制及び要員参集状況

北陸地方整備局防災業務計画（以下、「本局防災業務計画」。）では、「事務所長

等は、この計画に基づき、その所掌事務に関し必要に応じて防災業務計画を作成

するとともに、毎年防災業務計画に検討を加え、必要があると認めるときは、こ

れを修正するものとする。」また、「事務所長等は、防災業務計画を作成又は修正

したときは、速やかにこれを本局に報告するものとする。」と規定されている。

今回監査したほとんどの事務所では、計画の見直し検討がなされ、必要がある

と認めた時は修正も行われていたところであるが、一部の事務所で見直し検討が

されていない状況が見受けられた。

なお、監査実施後、改善に向けた取組がなされている。

また、これらの計画・基準や連絡体制等の職員への周知を図るため、幹部会や

事業調整会議等の様々な場で、小冊子（防災手帳、ハンドブック）等も活用しな

がら情報の共有が行われていた。

2) 災害対策用設備、機器、資機材等の整備及び点検状況

今回監査した事務所では、それぞれ災害対応等のために必要となる通信・機械

等の機器や設備、各種システムについては、適正に整備、配置されており、また、

メンテナンスにおいても定期的に点検等が実施されていた。

3) 食料等の備蓄及び管理状況

「本局防災業務計画」第２編第１章第２節第８『後方支援体制の整備』では、

「災害対策本部等の運営に必要な食料、水、燃料等の備蓄は、原則として最低３

日分を確保するよう努めるものとする。」と規定されている。

今回監査した事務所では、水・食料等の調達計画を策定し必要な種別・数量を

備蓄し、管理も概ね適正に行われていた。

また、「本局防災業務計画」第2編第1章第2節第1の『情報の収集・連絡体制の

整備』として「災害による停電等に対応するため、河川、海岸、砂防、道路、の

公共施設管理用のマイクロ回線設備及び光ファイバ通信設備（以下「専用通信設

備」という。）には非常用発電設備や蓄電池設備等により電源を確保するものと

する。道路状況等の地域特性等を踏まえ、原則として３日間以上にわたる電源を

確保するものとし、必要な燃料等の備蓄や設備の整備を行うものとする。（後略）」

と規定されている。

今回監査した事務所では、最大使用電力量７２時間分以上の燃料タンクを備え

た非常用発電設備等を設置し定期的に点検を実施しており、燃料備蓄量の確認に

おいても、定期点検時などに適正に確認が行われていた。
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4) 他機関との連携状況やＴＥＣ－ＦＯＲＣＥへの取組状況

「本局防災業務計画」第１編第２章『防災対策の基本方針』では、「大規模な

災害に対しては、災害応急対策を総合的、効果的に行うため関係行政機関等と連

携を図るとともに、災害応急対策に必要な要員や物資について全国の規模で活用

するなど、広域的な応援・支援体制を構築し、災害応急対策を講じるものとする。」

と規定され、第２編第１章第２節の『危機管理体制の整備』において、関係府省

をはじめ地方公共団体等関係機関との各種の連携について規定されている。

今回監査した事務所では、関係行政機関、公共機関等と連絡会議等の場での連

携強化を図るとともに、各種防災関連情報の提供に努め、県や地元市町村等が主

催する訓練にも積極的に参加し、機関相互の連携の確認に取り組んでいた。

また、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥに関する取組状況においてもそれぞれの事務所で役

割に応じた装備品や派遣隊員の生の声にも耳を傾ける等工夫を凝らした取組が行

われていた。



解説者付学習型訓練

飛騨地域の防災力向上へ、合同土砂災害対策訓練を実施

〔目的〕 広島豪雨災害、熊本地震災害など、近年、全国において多発している大規模土砂災害が飛騨地域に
おいて発生した際に、関係機関が迅速かつ適切に対応するため、情報の共有や役割分担等の連携について確
認・検証することを目的に実施。

○実 施 日 ： 平成28年11月9日（水）
○主 催 ： 神通川・庄川上流域大規模土砂災害対策連絡協議会

構成機関：高山市、飛騨市、白川村、岐阜県、林野庁、
国土交通省 （高山国道事務所、神通川水系砂防事務所）

○訓練内容
・被災想定 ： 台風の接近に伴う豪雨により、高山市、飛騨市、白川村の各地域で複数

同時に土砂災害（土石流、がけ崩れ、地すべり、河道閉塞）が発生。
・訓練形式 ： 進行者が災害シナリオに沿って、気象情報や災害発生状況にあわせた

質問を参加組織に投げかけ、訓練参加者が組織としての対応や関係機関
との連携について回答する形式で実施。

※推奨事例 ＜１＞関係機関と連携した訓練の取組 （神通川水系砂防事務所） ※記者発表資料より転用

大規模土砂災害を想定した合同防災訓練を実施

※推奨事例 ＜２＞ 関係機関と連携した訓練の取組 （松本砂防事務所）

神通川水系砂防事務所

松本砂防事務所

〔目的〕 平成26年神城断層地震や平成28年熊本地震と、長野県内をはじめ全国各地において、地震に起因
する大規模な土砂災害が頻発。これを踏まえ、平成26年神城断層地震で土砂災害が多発した白馬村を対象に
大規模土砂災害発生時に住民を適切に避難させるため関係機関が取るべき一連の行動を確認・共有し危機管
理体制の強化を図ることを目的に実施。

○実 施 日 ： 平成28年10月25日（火）
○参加機関 ： 白馬村、長野県、大町警察署、北ｱﾙﾌﾟｽ広域消防本部、 自衛隊、

長野地方気象台、松本砂防ｽﾍﾟｼｬﾙｴﾝｼﾞﾆｱ、松本砂防事務所
（解説者） 国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防施設評価分析官
（見学者） 松本市、大町市、小谷村、新潟県、糸魚川市ほか

○訓練内容
・災害想定 ： 白馬村で最大震度6強の地震が発生し天然ダムの他がけ崩れ等が

同時多発的に発生。その2週間後、前線の活動が活発化し豪雨も発生。
・訓練内容 ： 想定した災害シナリオに則し、司会進行者が訓練参加機関に対応につ

いて様々な質問をし、訓練参加機関が回答する形式で進行。また、専門家
の立場から解説者より対応行動や制度についての解説を必要に応じ実施。

※記者発表資料及びほくりくﾌﾚｯｼｭﾆｭｰｽより転用
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（５）用地及び補償（港湾空港関係においては該当事項無し）

1) 用地取得の不正防止対策について

用地取得の不正防止対策について、「用地取得の不正防止対策について」（平成

１３年１月２９日付国北整一用第１４号）及び「用地取得の不正防止対策のため

の多段階チェックマニュアルについて」（平成１６年１０月１３日付国北整一用

第６３号）並びに関係通知等に基づく実施状況を監査した。

補償金決裁において、多段階チェックマニュアルに基づいた確認が行われてい

ない事例、土地とその上に存する物件等とを用地部担当課の了解を得ないまま同

時一括処理せずに分離契約していた事例、また、用地交渉記録簿の記述及び添付

書類からは損失補償協議書を交付した事実が確認できない事例が、一部の事務所

において見受けられた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

一方、複数の事務所において、不当要求行為に対する連携として、同一県内に

所在する他地整の事務所とともに対策連絡会を組織し、情報収集・交換を積極的

に行い、所内においても幹部会を通じ情報共有する独自の取組を行っていた。

2) 個人番号関係事務の実施に関する取扱状況について

個人番号関係事務の実施に関する取組状況について、「用地取得業務における個

人番号関係事務の実施に関する取扱いについて」（平成２８年１月７日付事務連

絡）及び関係通知に基づく実施状況を監査した。

個人番号の取得の段階において、提供依頼に応じられないとされた際の経過が

記録されていない事例が、一部の事務所で見受けられた。

なお、監査実施後、改善に向けた取組がなされている。

（６）入札・契約

① 入札・契約手続の執行

1) 情報管理責任者制度について

平成２５年度から、発注事務に関する情報の適切な管理を行うため、発注者綱

紀保持規程が改正され、入札契約「情報管理責任者制度」が導入されたことから、

本制度の運用の実績を監査した。

まず、情報管理責任者及び当該情報を業務上取り扱う者の指定並びに当事者へ

の通知の実績を監査したところ、概ね適正に指定及び通知が行われていた。

ただし、一部の事務所において、当該者の指定及び通知が行われていない事例

が見受けられた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

また、情報管理責任者による毎年度１回以上の点検と情報管理責任者への報告

の実績を監査したところ、概ね適正に点検及び報告が行われていた。

ただし、一部の事務所において、点検及び報告が行われていない事例が見受け

られた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

また、情報管理責任者等を指定した後の本局契約課への報告の実績を監査した

ところ、概ね適正に報告が行われていた。
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ただし、一部の事務所において、組織改正に伴う変更報告が行われていない事

例が見受けられた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

2) 情報公開について

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成１２年法律第

１２７号）等が制定されたことに伴い、工事における入札及び契約の過程並び契

約の内容等に係る情報の公表の実績について監査を実施した。

閲覧場所の設置、公表内容等については「工事における入札及び契約の過程並

びに契約の内容等に係る情報の公表について」（平成１３年３月３０日付国官会

第１４２９号・国官地第２６号）等に基づき適正に公表されていた。また、入札

及び契約の透明性及び競争性を確保するための公共工事の発注の見通しに関する

事項の公表について監査を実施したところ、概ね適正に公表されていた。

ただし、一部の事務所において、公表漏れが見受けられたが、監査実施中に、

改善がなされている。

3) 技術審査業務について（港湾空港関係においては該当事項無し）

情報漏洩防止の観点から発注者支援業務（技術審査業務）を活用する事務所に

おいて、競争参加資格確認のために受注者が使用するＣＯＲＩＮＳ資料の情報管

理の実績を監査したところ、受注者が事務所内の端末から出力している事務所の

一部において、発注担当課執務室内の端末から出力しており、作業環境の改善が

望ましい事例が見受けられた。

なお、監査実施後、総務課内の端末を利用する等改善に向けた取組がなされてい

る。

4) 設計変更に伴う契約変更の取扱いの運用について

「施工内容の一部変更指示書の適切な運用について」(平成２５年３月２１日)、

「設計変更に伴う契約変更の取扱いについて」（平成２１年６月１日）等に基づ

いておおむね適正に処理されていたが、一部の事務所で施行期間中に工事の内容

が変更されているにもかかわらず契約変更が行われず、また一部変更指示書によ

る指示もされていなかった事例が見られたほか、一部変更指示書を発出後、直近

の契約変更において一部変更指示書の内容を反映させた契約変更を行っていなか

った。また、業務の工期変更について適正な時期に設計変更が行われていなかっ

た。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

② 積算・監督等

1) 電子成果品等の取扱いについて

完成した工事、設計業務等については、「電子成果品（ＣＤ－Ｒ）（副）の取り

扱いについて（通知）」（平成１６年３月８日付事務連絡）、「地方整備局（港湾空

港関係）の事業における電子納品等運用ガイドライン」（平成２３年３月）等に

基づき処理がなされるところであるが、電子成果品等の処理状況を監査したとこ
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ろ、一部の事務所について過年度の工事、業務等の電子成果品が北陸技術事務所

へ未提出となっている事例が見受けられた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

2) 総合評価に伴う技術提案の履行確認状況について

総合評価に伴う技術提案の履行確認状況について、「現場必携」、「事務所にお

ける請負工事等監督について＜主任現場監督員の監督業務＞」（平成２７年３月

３０日）等に基づき実施状況について監査したところ、適正に実施されていた。

3) その他（工事の一時中止について）

施工中における工事の一時中止について、「土木工事共通仕様書」、「港湾工事

共通仕様書」、「土木工事現場必携」、「工事の一時中止に係るガイドライン（案）

の策定について（通知）」(平成２０年６月２日付国北整技管第９１号）等に基づ

き、工事の一時中止の通知、基本計画書の作成の実施状況を監査したところ、概

ね適正に実施されていたが、一部の事務所で工事の一時中止に伴う再開の指示・

通知文が保存されていない事例が見受けられたほか、中止の指示と基本計画書の

提出の日付に整合性がみられなかった。また、工事中止に伴う増加費用協議がな

されていないにもかかわらず、増額変更がされていた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

③ 工事及び業務の品質確保及び適正な施工

1) 品質確保のための監督体制等について（港湾空港関係においては該当事項無し）

「低入札価格調査制度調査対象工事に係る監督体制等の強化について」（平成

１８年９月２０日付事務連絡）等に基づき、監督体制等について監査したところ、

概ね適正に実施されていた。

2) 改正品確法に係る取組状況について

工事工期の設定について、「発注関係事務の運用に関する指針」（平成２７年１

月３０日)等に基づき監査したところ、概ね適正に実施されていたが、一部の事

務所において、工事における工期の設定について、自然条件を加味した工期設定

になっていない工事がみられた。

なお、監査実施後、改善に向けた取組がなされている。

3) 適切な設計変更（工事円滑化推進会議の活用）

「「工事の円滑化推進会議」及び「工事連携会議」の更なる充実の徹底につい

て（通知）」（平成２４年１２月６日付事務連絡）、「設計変更協議会実施要領につ

いて」（平成２３年３月９日）等に基づき監査したところ、概ね適正に処理され

ていたが、一部の事務所において複数の工事で関係機関との事前調整不足や地元

調整不足による工事中止がみられ、「工事設計審査会・施工条件検討部会」が適

正に機能していなかったと認められるものがあった。また、工事の円滑化推進会

議については、必要な部会について実施していることが類推することができたが、

開催記録（議事録）が作成されていなかった事例、一部の工事で工事の円滑化推
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進会議の活用に関する特記仕様がなされていなかった事例が見受けられた。

なお、監査実施後、改善又は改善に向けた取組がなされている。

一部の事務所においては、工事の変更内容を把握するために誰でもわかりやす

い様式で実施工事カルテを作成し、内容管理に努める工夫が見受けられた。


